
②組織的な対応の徹底

・特定の教職員で抱え込まず、速やかに組織的に対応する。

・被害児童生徒を守り通す。

・教育的配慮のもとに、毅然とした態度で加害児童生徒を指導する。

・教職員の共通理解のもとに、保護者の協力を得て、関係機関と連携し対応する。

＜緊急会議の内容＞

①情報の集約と共有

②認知の適否を協議・決定

③徹底した組織的対応を確認

④対応方針や役割分担を協議・決定

＜組織の対応＞

①対応方法を教職員へ周知

②組織が中心となり、速やかに関係する児童生徒

から事情を聴取

・重大事態の適否を協議・決定

・報告・連絡等、学校外との連携の必要性を協議・決定

③状況は常時組織に報告し情報を共有

④被害・加害児童生徒の保護者に即日に連絡（家庭訪問等）

⑤必要に応じて対応方針を修正し事態に対処

⑥指導経過を記録し保存

⑦再発防止策の検討・徹底
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学
校
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応
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流
れ

＜学校の姿勢＞

・学校いじめ防止基本方針

（取組）の徹底

・学校長のリーダーシップ

・教職員の共通理解

・児童生徒との信頼関係

・「高知家」いじめ予防等プログラムの活用

＜発見方法＞

いじめの重大事態※に該当

学校だけでは対応

できない場合 警察等の関係機関

①未然防止・早期発見と情報共有の徹底
・教職員個々の気付きの力を高める。
・複数の手段で兆候に気付ける。
・一人で抱え込まず、直ちに組織に報告する。

③再発防止の徹底
・組織で動く体制をつくる。
・対応力を向上し、形骸化を防ぐ。
・家庭や地域とのつながりを強める。

連携

＜情報の伝達＞

・管理職及び関係教職

員への速やかな報告

（管理職）
いじめの事実確認の結果

（管理職・生徒指導主事等）

２ 発見・情報伝達 ３ 事実確認・認知・方針決定 ４ 対応（指導・支援） ５ 継続指導・支援 ６ 再発防止 ７ 学校組織の成熟

いじめ対策組織※

※いじめ防止対策推進法第 22 条

報告

助言

調査

授業中・休み時間・部

活動中・登下校等の

日常観察

定期的な学校生活ア

ンケートへの記述

本人・保護者・友人・

地域・相談機関等か

らの連絡や相談

学級日誌や生活ノー

ト等への記述

遅刻・欠席の状況

保護者との対話や家

庭訪問時の様子

最初に発見

した教職員

いじめ対策組織の

窓口となる教員

管理職

いじめ対策組織

教職員の招集

教職員【被害児童生徒やその保護者へ】

・その日のうちに迅速に事実関係を伝える。

・徹底して守り通すことを伝える。

・できるかぎり不安を取り除く援助を行う。

・落ち着いて教育を受けられる環境を確保する。

・解消後も継続して注意を払う。

・聴き取り等で判明した情報を伝える。

・再発防止に向けた今後の指導方針を伝える。

【加害児童生徒やその保護者へ】

・複数の教職員が、必要に応じて外部専門家の協

力を得ながら、いじめをやめさせる。

・事実関係を伝え、理解や納得を得る。

・いじめの背景に目を向けつつ、行為には毅然と

した姿勢で指導する。

・学校の方針を説明し、保護者に協力を求める。

・保護者に対する継続的な助言を行う。

【周囲の生徒へ】
・自分の問題として捉えさせ、止めさせることはできなくても、誰かに知らせる勇気を持つように指導する。

・いじめは絶対に許されない行為であり、根絶しようという態度を行き渡らせる。

・互いを尊重し、認め合う人間関係を構築できるような集団づくりを進めていく。

学校

いじめ対策組織

日常の取組を点検・強化
＜組織体制＞
・いじめに対する学校の一致協力

体制

・一部の教職員で抱え込むことの

ない情報共有の仕組み

・児童生徒の進学や進級に際した

適切な引き継ぎや情報提供

・必要に応じた、外部専門家との

連携

・年間計画に位置付けた校内研修

の実施

・児童生徒と向き合う時間の確保

・教職員の日頃の児童生徒理解

など

＜地域や家庭との連携＞
・家庭訪問や学校通信を通じた家

庭との緊密な連携

・地域学校協働本部等でのいじめ

問題に関する協議

・行事等を通じた地域との連携や

協働関係 など

ＰＴＡ
家庭での見守りや生徒支援に
関する学校との共通理解、学
校や教育行政との合同研修

弁護士会
スクールロイヤー活用事業
いじめ、人権問題、民事、
刑事等法律に関わる相談

児童相談所
虐待・養育・保健・障
害・非行等に関する相談

心の教育センター
いじめ、不登校等に関する相談
ＳＣ・ＳＳＷによる相談支援・
学校支援 緊急時の対応

県警少年サポート
センター

非行・青少年の問題行動に

関する相談・非行防止教室

法務局
いじめ・ネット問題等の子ど
もの人権問題に関する相談・
啓発

医療機関
専門領域に基づいた医療的
支援・連携

学
校
と
関
係
機
関
と
の

主
な
連
携

１ 未然防止

資料２いじめ発生時における学校の対応および関係機関等との連携

＜学校への指導・助言・支援＞

市町村教育委員会

県教育委員会

連携

学校でいじめがあっても教職員がいじめと捉えられなかったり、いじめ対策組織への情報共有ができていなかったために、事案の対応や被害生徒への支援が遅れ、重大事態に発展するケースが見受けられる。

⇒校長会や研修等にて、教職員の見守りのアンテナを高くすることや、いじめ対策組織への報告・情報共有、組織的対応等、早期発見・早期対応について改めて周知を図る。
⇒教職員だけの視点では、いじめを発見できないことも考えられるため、いじめの早期発見のために学校と各関係機関との連携について何ができるかを検討および共通理解を図ることが必要。

いじめ対応における
学校の課題

高知県いじめ問題対策連絡協議会：いじめ防止に向けた総合的な施策を推進

・各機関の取組等の情報共有と連携した施策の実施 ・各機関の取組状況の把握、評価、見直し（ＰＤＣＡの場） 等

子ども・福祉政策部 文化生活スポーツ部
地域における子どもの居場所づくり、県民のいじめ

問題への関心の醸成、人権教育の推進

県教育委員会 市町村教育委員会
学校への指導･助言・支援、

子どもの心を耕す教育の総合的な推進

民生委員・児童委員
子どもや家庭の見守り
学校との情報共有

総合教育会議
「児童、生徒等

の生命又は身体

に現に被害が生

じ、又はまさに

被害が生ずるお

それがあると見

込まれる場合等

の緊急の場合に

講ずべき措置」

について協議

（地方教育行政法
第１条）

市町村

首長

報告

報告

調査が不十分とさ

れる場合は再調査

知事

※いじめ防止対策推進法第 28 条

非常事態
に招集


